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1. はじめに 

東亜建設工業株式会社（以下、「当社」）は、以下の通り、サステナビリティ・リンク・ボンド・フレームワ

ーク（以下、「本フレームワーク」）を策定しました。本フレームワークは、関連する以下の原則等に基づ

き策定しております。本フレームワークの適合性にかかるセカンド・パーティ・オピニオンを株式会社日

本格付研究所（JCR）より取得しております。 

本フレームワークに基づき、当社はサステナビリティ・リンク・ボンドによる資金調達を実施します。 

 サステナビリティ・リンク・ボンド原則（SLBP）2024（ICMA） 

 サステナビリティ・リンク・ボンドガイドライン 2024 年版（環境省） 

 

1.1. 当社概要 

当社は、1908 年（明治 41 年）神奈川県鶴見に港湾機能を持つ工業用地を造成するべく誕生し、創

業者の浅野総一郎が残した言葉「社会に益する」という想いを礎として、時代や環境の変化に応じた社

会価値を創造してきました。 

浅野総一郎は起業家精神に富み、安田善次郎・渋沢栄一の支援・協力を得て、鶴見川～多摩川河口

間の前面に防波堤を築き１万トン級の喫水を確保する港湾建設に着手し、鶴見・川崎間の 150 万坪の

埋立事業を 1928 年（昭和 3 年）に完成させました。この地は立地の優位性から日本の重化学工業の

中枢ともいえる京浜工業地帯になりました。この事業で培われた浚渫・埋立技術は国内外から高い評

価を受け、後に海外進出する糸口となりました。 

日本はもとより世界の港湾整備と産業基盤づくりに貢献してきた当社は、その後時代の要請により

陸上の土木事業、建築事業にも着手し、総合建設業として大きく成長しました。 

そして、１００年近くにわたって磨き上げた当社の技術は東京国際空港（羽田）、中部国際空港（セン

トレア）、本州・四国連絡橋、東京湾横断道路などさまざまなプロジェクトに活かされています。 
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1.２. 経営理念 

当社の理念体系は、「社是」並びに「三則」によって成り立っております。「社是」は経営を行う上での

根本的な思想、「三則」は経営の基本方針です。「社是・三則」はいかなる時にも進むべき道を示す道標

として、役職員の全員が共有し、着実に実行していきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1.3. コーポレートメッセージ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

社会情勢の変化に対応する「しなやかさ」、激しい時代の潮流を掴む「俊敏さ」 志を持って自身の

成長を求める「自分らしさ」、地に足をつけて着実に前進する「一歩先へ」 これらは私たちが実践す

る行動スローガンです。 私たちは今、この時の行動ひとつひとつを大切にし、これからの社会に新

たな価値を創造し、ステークホルダーのみなさまとともに未来の社会に貢献し続けることを約束し

ます。 
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1.４. 長期ビジョン＜TOA2030＞ 

当社は社会的や要請の高まりを受け、２０２０ 年 ５ 月に長期ビジョン<TOA２０３０>「社会を支

え、人と世界をつなぎ、未来を創る」を策定しました。「先進性」、「社会性」、「多様性」を成長の軸とし

て、多様なニーズにお応えする技術の開発等を通じた「２０３０ 年のあるべき姿」の実現を目指すと

ともに「産業基盤の構築、持続可能な社会の実現、多様な人財の育成」の観点から様々な取組みを進

めています。 

 

1.5. 中期経営計画（２０２３～２０２５年度） 

当社は 2023 年 3 月に、2023 年度から始まる 2023～2025 年度の中期経営計画を策

定しました。長期ビジョンを実現するために、新中期経営計画期間中に事業戦略と人材戦略を融合

させた経営基盤を構築していくことを基本方針とし、特に、事業規模の拡大を支える人材の質と量

の向上に努めます。 
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1.６. 価値創造ストーリー ～海を守り、暮らしを守り、未来を創る。～ 

様々な社会課題に挑戦し、新たな価値を提供する。それは、東京湾の近代化を手掛けた創業の時代

から、当社にとって変わらぬ使命です。私たちはこれからも、新たな時代の課題に挑み、ESG 経営を

実践しながら、「青い海と青い空、そして緑あふれる街」の実現と、「安全・安心な街、そして快適な都市

環境を整備」を通じて社会に貢献し、「社会から信頼され、社員からも愛される企業へ」成長を遂げて

いきます。 
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1.6.1. 東亜建設工業グループの ESG 経営 

当社は、“高い技術をもって社業の発展を図り、健全な経営により社会的責任を果たす（社是）”との

企業理念に則り、“社会を支え、人と世界をつなぎ、未来を創る（TOA2030）” との長期ビジョンの

もと、ESG 経営を推進していきます。 

E（環境）・S（社会）・G（ガバナンス）を念頭に置いた当社の事業活動により、受注・利益等の経済価

値の創造に加えて、社会ニーズに応えることで新たな社会価値をも創造し、これにより総合的に企業

価値の向上をめざします。現在における最も重要かつ喫緊の社会ニーズとして、SDGs（持続可能な

開発目標）に貢献します。 

ESG 経営の推進に当たっては、社是や長期ビジョンを踏まえて策定した ESG 経営に関する基本

方針のもと、当社の事業において優先的に取り組むべき重要課題（マテリアリティ）を特定し、各重要

課題への取組み方針を“ESG 経営基本方針”として制定しました。重要課題に対してアクションプラン

を定めることにより、持続可能な企業体質を構築し、当社の企業価値の向上を図りながら、事業を通

じて社会の持続可能な発展に貢献していきます。 
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1.6.2. 重要課題（マテリアリティ）について 

当社は、ISO26000 などの国際基準や SDGs、ESG 社外評価機関の調査やステークホルダーと

のコミュニケーション等を参考に社会課題を抽出し、社会（ステークホルダー）にとって重要度・関心度

が高く、当社にとっても重要度が高い課題のうち、とくに優先して取り組むべき 12 項目を重要課題

（マテリアリティ）として特定しました。また、社会環境の動向に伴うリスクや機会の変化に対応するた

め、重要課題の定期的な見直しを行っています。 
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1.6.3. 重要指標（ＫＰＩ）について 

当社は、ESG/SDGs に関する取り組みにおける重要指標（KPI）および、達成目標を以下のとおり

設定いたしました（2024 年 4 月 1 日）。  
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9 
 

1.6.4. ガバナンス体制 

当社は、法令、社会規範、企業倫理などを恒常的に遵守するとともに、迅速かつ柔軟な対応が可能

な経営体制とすることにより、企業活動の健全性、透明性を確保し続けることを基本方針としており

ます。 

また、当社グループの全社横断的な内部統制の構築および ESG 活動の推進のため、「ESG 委員

会」を設置しています。委員会は社内取締役 6 名、執行役員 3 名、社内監査等委員 1 名、社外監査等

委員 1 名で構成されます。「ESG 委員会」は年 2 回必要に応じて開催され、当社グループのコンプラ

イアンス、内部統制およびリスク管理、気候変動への対応を含む ESG 活動に関する基本的な方針や

具体的な行動計画の立案、活動実績のレビュー、施策等を審議しています。委員会の審議結果は取締

役会に報告されるとともに、重要決定事項は事業部門（支店を含む）およびグループ会社に伝達され、

グループ一体でのガバナンス体制を構築しています。 
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2．サステナビリティ・リンク・ボンド・フレームワーク 

当社は、サステナビリティ・リンク・ボンドによる調達を目的として、サステナビリティ・リンク・ボン

ド原則等で定める以下の 5 つの要素に従い、サステナビリティ・リンク・ボンド・フレームワークを策

定しました。 

 

１． KPI の選定 

２． SPT（サステナビリティ・パフォーマンス・ターゲット）の設定 

３． 債券の特性 

４． レポーティング 

５． 検証 

 

2.１. KPI の選定 

当社は、100 年を越える社会貢献と環境配慮の歩みをさらに未来へつなぎ、SDGs が目指す世

界の実現に貢献するため、下記の KPI を選定しました。 

 KPI：温室効果ガス排出量（Scope１＋２）の削減率 

 

2.2. SPT の設定 

当社は、KPI に対する SPT を設定しました。サステナビリティ・リンク・ボンド調達の都度、下記

の SPT を採用します。 

サステナビリティ・リンク・ボンドの期間に応じて、下記の各年度目標から SPT の数値を採用し、

本フレームワークに基づくサステナビリティ・リンク・ボンド発行に係る訂正発行登録書や発行登録追

補書類等の法定開示書類において具体的に特定します。 

SPT: 温室効果ガス排出量(Scope1+2)削減率(2020 年度比) 

2025 年度 2026 年度 2027 年度 2028 年度 2029 年度 2030 年度 

12.5% 15.0% 17.5% 20.0% 22.5% 25% 

事業構造に重大な影響を与える可能性のある想定外の事象（M&A、規制等の制度面の大幅な変

更、または異常事象の発生等）が発生した場合、これらの変更内容を踏まえた従来評価基準と同等

以上の野心度合いの評価基準を SPT に設定すること等について関係者と協議の上、外部評価機関

による評価を取得することがあります。見直しの内容については、当社ウェブサイト上にて開示しま

す。 



 
 

11 
 

2.３.債券の特性 

SPT の達成状況により、サステナビリティ・リンク・ボンドの債券の特性は変動します。変動内容に

ついては、 本フレームワークに基づくサステナビリティ・リンク・ボンド発行に係る訂正発行登録書や

発行登録追補書類等の法定開示書類（以下、「法定開示書類」）において具体的に特定しますが、下記

のとおり①寄付、②排出権の購入を含みます。 

① 寄付  

SPT が判定日において未達成の場合、償還までに、サステナビリティ・リンク・ボンドによる調達

額に対して法定開示書類において定める割合に応じた額を、環境保全活動を目的とする公益社団

法人、公益財団法人、国際機関、自治体認定 NPO 法人、地方自治体やそれに準じた組織に対して寄

付します。寄付先の候補は、SPT 未達成の要因を精査の上、脱炭素等、SPT 達成時に環境・社会に

もたらされ得る便益と整合する活動を行っている組織とし、寄付先の選定は必要な機関決定を経て

決定します。 

② 排出権の購入 

SPT が判定日において未達成の場合、償還までに、サステナビリティ・リンク・ボンドによる調達

額に対して法定開示書類において定める割合に応じた額の排出権（CO2 削減価値をクレジット・証

書化したもの）を購入します。 

 

なお、何らかの事態が生じ、判定日に SPT の達成状況の確認ができない場合は、SPT 未達成と

して対応します。 

 

2.４.レポーティング 

当社は、本フレームワークに基づくサステナビリティ・リンク・ボンドが償還されるまでの期間、以

下の内容を当社ウェブサイトにて年次で開示します。 

 KPI に関する最新の実績値 

 SPT の進捗状況 

 KPI・SPT に関連する最新のサステナビリティ戦略に関する情報 

 SPT が未達で寄付を実施した場合、寄付先、寄付額、寄付の実施時期、排出権を購入した

場合は、排出権の名称、移転日および購入額 
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2.５.検証 

当社は、サステナビリティ・リンク・ボンドにおいて採用した KPI の実績について、最終判定日ま

で年次で独立した第三者から検証報告書を取得し、当社ウェブサイトにて開示する予定です。また、

判定日時点における SPT の達成状況について、独立した第三者から検証報告書を取得及び判定を

受けます。取得した検証報告書及び判定結果について、当社ウェブサイトにて開示する予定です。 

 

以 上 


